
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 24日

上   場   会   社   名    クリナップ株式会社 上場取引所 東

コード番号    7955 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　小   川       健 TEL (03) 3894 - 4771
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績           （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 84,351 5.1 1,738 - 1,798 -

11年 3月期 80,236 △ 11.5 △ 1,109 - △ 890 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 485 - 9.93 - 1.0 2.5 2.1

11年 3月期 △ 2,396 - △ 48.97 - △ 4.9 △ 1.2 △ 1.1

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    48,942,374 株          11年 3月期    48,942,374 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 10.00 5.00 5.00 489 100.7 1.0

11年 3月期 8.00 5.00 3.00 391 - 0.8

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 73,591 48,295 65.6 986.78

11年 3月期 72,081 47,196 65.5 964.33

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    48,942,374　株　　　11年 3月期    48,942,374株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 40,500 740 200 5.00 － －

通　　期 86,000 2,500 1,000 － 5.00 10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               20円   43銭
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１１．個別財務諸表等

(1)貸借対照表

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当 期 前 期 比 較 増 減

（ （平成１２年３月３１日現在 平成１１年３月３１日現在） ） （△印減）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

資 産 の 部 ％ ％

[流 動 資 産］ ［ ４４，２３９ ］ ［ ４１，８８０ ］ [ ２，３５８ ］60.1 58.1
現 金 及 び 預 金 １０，８６９ １５，７２６ △ ４，８５７

受 取 手 形 １３，５５６ １１，２８９ ２，２６７

売 掛 金 １２，８２５ １１，０１８ １，８０７

有 価 証 券 ２，８２３ ２３４ ２，５８８

製 品 及 び 商 品 １，９６８ １，７６４ ２０３

原 材 料 ６９７ ６８７ ９

仕 掛 品 １９４ ２１８ △ ２４

貯 蔵 品 ６９ ７１ △ ２

繰 延 税 金 資 産 １６０ － １６０

未 収 入 金 ７２９ ５５８ １７０

その他の流動資産 ４０５ ３４５ ５９

貸 倒 引 当 金 △ ５９ △ ３６ △ ２３

[固 定 資 産］ ［ ２９，３５１ ］ ［ ３０，２００ ］ [ △ ８４８ ]39.9 41.9
（ 有 形 固 定 資 産 ） （ １９，３３６ ） （ ２０，４７７ ） （ △ １，１４０ ）26.3 28.4
建 物 ７，８４５ ８，２１１ △ ３６６

構 築 物 ４６８ ５３０ △ ６２

機 械 及 び 装 置 ３，８３２ ４，４４６ △ ６１４

車 両 運 搬 具 １２ １７ △ ５

工具・器具及び備品 １，０３６ １，０９１ △ ５４

土 地 ６，１２５ ６，１２５ －

建 設 仮 勘 定 １７ ５４ △ ３７

（ 無 形 固 定 資 産 ） （ １，７０３ ） （ １５２ ） （ １，５５１ ）2.3 0.2
借 地 権 ４９ ４９ －

ソ フ ト ウ ェ ア １，５５３ － １，５５３

その他の無形固定資産 １００ １０２ △ １

（ ） （ ８，３１１ ） （ ９，５７１ ） （ △ １，２５９ ）投資その他の資産 11.3 13.3
投 資 有 価 証 券 ２，０７４ ２，３８７ △ ３１２

子 会 社 株 式 ５２３ ５２３ －

長 期 貸 付 金 １，３２８ １，２８０ ４７

長 期 差 入 保 証 金 ２，２３７ ２，３５６ △ １１９

長 期 前 払 費 用 ５１５ １，７８６ △ １，２７０

繰 延 税 金 資 産 ４４８ － ４４８

そ の 他 の 投 資 等 １，５２１ １，５４２ △ ２１

貸 倒 引 当 金 △ １８９ △ １７４ △ １５

投 資 損 失 引 当 金 △ １４７ △ １３０ △ １７

資 産 合 計 ７３，５９１ ７２，０８１ １，５０９100.0 100.0
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（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当 期 前 期 比 較 増 減

（ ）（ ）平成１２年３月３１日現在 平成１１年３月３１日現在 （△印減）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

負 債 の 部 ％ ％

［流 動 負 債］ ［ １２，３３５ ］ ［ １０，５２４ ］ ［ １，８１０ ］16.8 14.6
買 掛 金 ５，５５９ ４，７５７ ８０１

短 期 借 入 金 ５１０ ７１０ △ ２００

1年以内返済予定の長期借入金 １，６８１ ７４１ ９４０

未 払 金 ２，７８７ ２，９０６ △ １１８

未 払 法 人 税 等 ３７７ ６７ ３１０

未 払 消 費 税 等 ２８４ １６０ １２３

未 払 費 用 １４６ １５１ △ ４

前 受 金 ２１３ １５４ ５８

預 り 金 ３０ ４１ △ １０

賞 与 引 当 金 ７４３ ８３３ △ ８９

［固 定 負 債］ ［ １２，９６１ ］ ［ １４，３６０ ］ ［ １，３９９ ］17.6 19.9 △

社 債 ６，５００ ６，５００ －

長 期 借 入 金 ４，２８０ ５，９６１ △ １，６８１

長 期 預 り 金 １，２８１ １，２７３ ７

役員退職慰労引当金 ８９９ ６２４ ２７５

その他の固定負債 － ０ △ ０

負 債 合 計 ２５，２９６ ２４，８８４ ４１１34.4 34.5
資 本 の 部

［資 本 金］ ［ １３，２６７ ］ ［ １３，２６７ ］ ［ － ］18.0 18.4

［法 定 準 備 金］ ［ １３，３２７ ］ ［ １３，２８７ ］ ［ ３９ ］18.1 18.4
資 本 準 備 金 １２，３５１ １２，３５１ －

利 益 準 備 金 ９７５ ９３６ ３９

［剰 余 金］ ［ ２１，７００ ］ ［ ２０，６４１ ］ ［ １，０５９ ］29.5 28.7
特 別 償 却 準 備 金 ４４ ８７ △ ４３

固定資産圧縮積立金 ３７ ６９ △ ３１

別 途 積 立 金 １９，８００ ２１，８００ △ ２，０００

当 期 未 処 分 利 益 １，８１９ △ １，３１４ ３，１３３

（うち当期純利益） （ ４８５ ） （ △ ２，３９６ ） （ ２，８８２ ）

資 本 合 計 ４８，２９５ ４７，１９６ １，０９８65.6 65.5
負 債 ・ 資 本 合 計 ７３，５９１ ７２，０８１ １，５０９100.0 100.0
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(2)損益計算書

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当 期 前 期

自平成１１年４月 １日 自平成１０年４月 １日 比 較 増 減

至平成１２年３月３１日 至平成１１年３月３１日 （△印減）

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

営 ％ ％営 業 収 益 ８４，３５１ ８０，２３６ ４，１１４

業 売 上 高 ８４，３５１ ８０，２３６ ４，１１４100.0 100.0
損 営 業 費 用 ８２，６１３ ８１，３４６ １，２６６97.9 101.4
経 益 売 上 原 価 ５５，７２３ ５４，５７４ １，１４８66.0 68.0
の ２６，８９０ ２６，７７１ １１８販売費及び一般管理費 31.9 33.4
常 部 △営 業 利 益 １，７３８ △ １，１０９ ２，８４７2.1 1.4

営 業 外 収 益 １，１４５ １，３７８ △ ２３２1.3 1.7

損 営 １１３ ２１７ △ １０４受取利息及び配当金

業 有価証券売却益 － １ △ １

益 外 仕 入 割 引 ４３９ ４３５ ４

損 そ の 他 の 収 益 ５９１ ７２３ △ １３１

の 益 営 業 外 費 用 １，０８４ １，１５９ △ ７４1.3 1.4
の １４７ １６９ △ ２２支払利息及び割引料

部 部 売 上 割 引 ４１６ ４０４ １１

そ の 他 の 費 用 ５２１ ５８４ △ ６３

経 常 利 益 １，７９８ △ ８９０ ２，６８９2.1 1.1△
特 別 利 益 ４１８２ ４０0.1 0.0
固 定 資 産 売 却 益 － ３ △ ３

特 投資有価証券売却益 ７４ １２ ６２

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － ２５ △ ２５

別 投資損失引当金戻入額 ７ － ７

特 別 損 失 ６６８ １，４６２ △ ７９４0.8 1.8
損 ２２１ ２２２ △ ０過年度役員退職慰労引当金繰入額

固定資産売却除却損 ７８ １５０ △ ７２

益 投資有価証券売却損 ３ ７ △ ４

投資有価証券評価損 ５７ ４５１ △ ３９４

の 投資損失引当金繰入額 ２５ ９４ △ ６９

た な 卸 資 産 処 分 損 １５４ － １５４

部 従 業 員 特 別 退 職 金 ７１ ３５４ △ ２８３

西暦 年対応費用 ４７ １６８ △ １２０2000
そ の 他 の 特 別 損 失 ９ １３ △ ３

税 引 前 当 期 純 利 益 １，２１２ △ ２，３１１ ３，５２４1.4 2.9△
法人税、住民税及び事業税 ３３１ ８５ ２４６0.4 0.1
法 人 税 等 調 整 額 ３９５ － － ３９５0.4
当 期 純 利 益 ４８５ △ ２，３９６ ２，８８２0.6 3.0△
前 期 繰 越 利 益 ５４１ １，３５１ △ ８０９

過 年 度 税 効 果 調 整 額 １，００４ － １，００４

税効果会計適用に伴う積立金取崩額 ５６ － ５６

中 間 配 当 額 ２４４ ２４４ ０

中間配当に伴う利益準備金積立額 ２４ ２４ ０

当 期 未 処 分 利 益 １，８１９ △ １，３１４ ３，１３３
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(3)利益処分案

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当 期 前 期

自平成１１年４月 １日 自平成１０年４月 １日 比較増減

科 目 至平成１２年３月３１日 至平成１１年３月３１日 （△印減）

当 期 未 処 分 利 益 １，８１９ △ １，３１４ ３，１３３

特別償却準備金取崩額 ７ １２ △ ５

固定資産圧縮積立金取崩額 ３ ５ △ ２

別 途 積 立 金 取 崩 額 － ２，０００ △ ２，０００

合 計 １，８２９ ７０３ １，１２６

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金 ２５ １５ １０

利 益 配 当 金 ２４４ １４６ ９７

( ) ( )1 5 1 3株につき 円 株につき 円

次 期 繰 越 利 益 １，５５９ ５４１ １，０１８

（注）１．特別償却準備金および固定資産圧縮積立金の取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。

２．平成１１年１２月１日に ２４４百万円（１株につき５円）の中間配当を実施いたしました。

３．利益配当金は、自己株式 ８９６株分を除いております。

(4)重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

( )取引所の相場のある有価証券は移動平均法による低価法（洗替え方式）によっております。1
( )その他の有価証券は移動平均法による原価法によっております。2

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

( )製品及び商品・原材料・仕掛品については、総平均法による原価法によっております。1
( )貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法によっております。2

３．固定資産の減価償却の方法

( )有形固定資産1
法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しており、建物（建物附属設備を除く ）は定額法、建物以外。

については定率法により償却を行っております。

( )無形固定資産2
自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ以外

の無形固定資産については、法人税法の規定に基づく減価償却と同一の基準による定額法を採用しており

ます。

( )長期前払費用3
法人税法の規定と同一の基準により均等償却しております。

４．引当金の計上基準

( )貸倒引当金1
債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定に基づく実績繰入率による繰入限度額のほかに取

立不能見込額についてもあわせて計上しております。

( )投資損失引当金2
取引所の相場のない株式および出資金のうち、期末において財政状態が著しく悪化したものにつき、商法第

２８５条ノ６による評価減を行うため、相当額を計上しております。

( )賞与引当金3
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に対応する見込額を計上しております。

( )役員退職慰労引当金4
役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給見積額を引当計上しております。

この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。
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５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理の方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

【追加情報】

（自社利用ソフトウェア）

前期まで、投資その他の資産の「長期前払費用」に計上していたソフトウェアについては 「研究開発費、

及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針 （日本公認会計士協会・会計制度委員会報告第 号平成」 12
11 31年３月 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。た

だし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」か

ら無形固定資産の「ソフトウェア」に科目名を変更し、減価償却の方法については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（税効果会計の適用）

当期から税効果会計を適用しております。これに伴い、税効果会計を適用しない場合に比べ、流動資産は

160 448 395百万円、固定資産は 百万円それぞれ増加し、当期純利益は 百万円少なく、当期未処分利益は

665 56百万円多く計上されております。税効果会計適用に伴う積立金取崩額 百万円の内訳は、特別償却準

備金取崩額 百万円および固定資産圧縮積立金取崩額 百万円であります。30 26

【注記事項】

（貸借対照表関係） （単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当 期 前 期 増 減（△印減）

１．子会社に対する債権債務

短期金銭債権 ３７６ １８７ １８８

長期金銭債権 １，３２５ １，２７８ ４７

短期金銭債務 ２，２６７ ２，１０７ １６０

２．有形固定資産の減価償却累計額 ２２，４１８ ２１，２８９ １，１２８

３．リース資産

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により営業車両および事務機器等を

使用しております。

４．担保に供している資産

有形固定資産 １，７９９ ２，１３９ △ ３４０

５．主な外貨建資産

売掛金 １７ １７ △ ０

(ＵＳ＄ 千) (ＵＳ＄ 千)163 148
子会社株式 ５０ ５０ －

(ＨＫ＄ 千) (ＨＫ＄ 千)2,100 2,100
６．保証債務 １７６ １８０ △ ３

内 ＵＳ＄ 千 内 ＵＳ＄ 千130 197
EURO 12 44千 ＳＧ＄ 千

Ａ＄ 千 含む25
ＳＧ＄ 千47

含む

７．受取手形裏書譲渡高 ５，６２２ ４，８５３ ７６８

８．有価証券に含まれている自己株式数 ８９６株 ２，２５６株 △１，３６０株

及び貸借対照表計上額 ０ １ △ ０

９．１株当たりの当期純利益 ９円９３銭 △４８円９７銭 ５８円９０銭
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（損益計算書関係） （単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当 期 前 期 増 減（△印減）

子会社との取引高

売 上 高 ２４０ ２５３ △ １３

仕 入 高 １３，５１５ １３，６６２ △ １４６

その他の営業取引高 ６，８８１ ６，８２６ ５４

営業取引以外の取引高 ５４５ ７１９ △ １７４

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当 期 前 期

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

工 具 ・ 工 具 ・

器 具 及 び その他 合 計 器 具 及 び その他 合 計

備 品 備 品

取 得 価 額 相 当 額 1,575 33 1,609 1,251 20 1,272
減価償却累計額相当額 956 19 976 641 13 655
期 末 残 高 相 当 額 618 14 633 609 6 616

（注）リース物件の取得価額相当額は、 （注）リース物件の取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高が有形 未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める 固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み 割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 法により算定しております。

（２）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 ３１１ ２８８

１ 年 超 ３２１ ３２８

合 計 ６３３ ６１６

（注）未経過リース料期末残高相当額 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占 有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子 める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 込み法により算定しております。

（３）支払リース料、減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 ３６４ ３１８

(減価償却費相当額)

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期

繰延税金資産

株式評価損否認 ６３百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 ９百万円

投資損失引当金否認 ６０百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 １１４百万円

未払事業税否認 １７百万円

役員退職慰労引当金否認 ３６８百万円

その他 ２５百万円

繰延税金資産小計 ６５８百万円

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 ６５８百万円

繰延税金負債

特別償却準備金 △ ２５百万円

固定資産圧縮積立金 △ ２３百万円

繰延税金負債合計 △ ４９百万円

繰延税金資産の純額 ６０８百万円
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１２．代表取締役の異動（６月２９日付）

１．退任予定代表取締役

現 代表取締役会長 井上 登

２．異動の理由

名誉会長に就任。

１３ 役員の異動． （６月２９日付）

１．新任監査役候補

社外監査役 新谷 謙一 （弁護士）

２．退任予定取締役又は退任予定監査役

現 取締役 井上 美智徳

現 社外監査役 舘 孫藏

３．役付取締役昇格予定

常務取締役 高木 忠勝 （現 取締役）


